
施策６－１ 

目標６ 経済活動が活発で、たくさんの働く場が生まれている 

施策６－１ 産学官連携による、知識創造型産業の振興 

 
１ 事業の進捗状況                   ★は政策推進プランに掲げる目標値等 
 

●知識創造型産業の振興 

研究開発機能の集積及び科学技術実用化支援機能の活用 

★九大新町研究開発次世代拠点の形成（いとＬａｂ＋） 開業（R5.4） 

・ふくおか産学共創コンソーシアムによるセミナー等への参加者数 R5n：82人 → R6n：341 人 

  ・福岡市産学連携交流センター等におけるよろず相談対応件数 R5n：104 件 → R6n：219 件 

・有機光エレクトロニクス実用化開発センターと企業との共同・受託研究数 R5n：142 件 → R6n：154 件 

・福岡地域戦略推進協議会（FDC）の部会などによるプロジェクト創出支援 

 

エネルギー関連産業の振興 

★水素利活用プロジェクト実施数 R5n：７件 → R6n：９件 

 

エンジニアフレンドリーシティ福岡の推進 

★コミュニティ勉強会等参加者数 R5n：5,094 人 → R6n：4,695 人 

・エンジニアカフェの運営、人材育成及びイベント等の実施 

・エンジニアビザ制度を半導体分野に拡充 
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施策６－１ 

２ 成果指標等 

 

３ 事業の進捗状況、成果指標等を踏まえた「施策の評価」 

◎：順調 
[参考]前年度 
 

◎：順調 

① 情報通信業の従業者数 

 

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び 

総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

② 市内大学の民間企業などとの共同研究件数 

 

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」 

③ 情報通信業の事業所数［補完指標］ 

 

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び 

総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

④ 知識創造型産業の誘致企業数（累計）［補完指標］ 

 

出典：福岡市経済観光文化局調べ 

＜指標の分析＞ 

指標①については、目標値を達成しており、指標③については増加傾向、指標④については順調

に推移している。引き続き、情報関連産業の振興やスタートアップの支援、クリエイティブ産業の

企業誘致の推進に取り組む必要があると考えられる。 

指標②についても、目標値を達成していることから、大学・民間企業等の双方に産学連携の重要

性が広く認識され、その取組みが推進されていると考えられる。 
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施策６－１ 

４ 事業の進捗状況・課題・今後の方向性 

●知識創造型産業の振興 

研究開発機能の集積及び科学技術実用化支援機能の活用 

進捗 ・(公財)九州先端科学技術研究所（ISIT）、福岡市産学連携交流センター（FiaS）及び有機

光エレクトロニクス実用化開発センター（i3-OPERA）などを拠点に産学連携を推進した。 

 また、R5.4 に、九州大学と連携した研究開発次世代拠点（いとＬａｂ＋）が開業した。 

＊ふくおか産学共創コンソーシアムによるセミナー等への参加者数 

R5n：82 人 → R6n：341人 

＊福岡市産学連携交流センター等におけるよろず相談対応件数 

R5n：104 件 → R6n：219件 

＊有機光エレクトロニクス実用化開発センターと企業との共同・受託研究数   

R5n：142 件 → R6n：154件 

・産学官民が一体となり設立された福岡地域戦略推進協議会（FDC）において、国際競争力

強化に資する成長戦略を推進（国家戦略特区の活用や福岡都市圏の成長に資する事業の

創出）するため、３部会（産業創造、デジタル、都市創造）及び会員ネットワークを活用

したプロジェクトの検討・事業化に取り組むとともに、福岡スタートアップ・コンソー

シアム、国際金融機能誘致 TEAM FUKUOKA 等を支援した。 

課題 ・九大新町を中心に、産学連携を推進する環境の形成が進んでおり、引き続き、九州大学

と連携した新産業・新事業の創出に取り組む必要がある。 

・３部会及び会員ネットワーク等を活用した、成果を見据えたプロジェクトの組成及び実

施。 

今後 ・九大新町の産学連携交流センター及びいとＬａｂ＋を中心として、研究開発型企業等の

成長支援や、大学の研究シーズを活用した事業化の支援に取り組む。 

・特区の活用や地方創生に資するプロジェクトの重点的な実施及び会員企業の国際展開や

域外企業の誘致に取り組むとともに、広域展開については、引き続き、既存の連携自治

体との事業推進を行う。 
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施策６－１ 

 

エネルギー関連産業の振興 

進捗 ・水素関連産業の振興を図るため、下水バイオガス由来の水素ステーションの運営や FC モ

ビリティの導入促進、まちづくりへの水素実装など、「水素リーダー都市プロジェクト」

の取組みを推進する。 

・R6nd は、下水バイオガス由来の水素ステーションの運営や FC 給食配送車・FC ごみ収集

車の運用、FC 救急車の実証、九州大学箱崎キャンパス跡地における水素パイプラインの

整備など、計９件のプロジェクトに取り組むとともに、Moving e や給食配送車等を活用

し、水素の普及啓発を実施した。 

  ＊水素利活用プロジェクト実施数 R5n：７件 → R6n：９件 

課題 ・水素は二酸化炭素を排出しないクリーンなエネルギーとしての期待が高く、水素をエネ

ルギーとして利用する場合、製造から輸送、貯蔵、利用の各段階で、関連産業の振興が

見込まれるものの、コスト高などの問題もあり、大学や企業と連携し技術開発や水素利

用の促進を図る必要がある。 

・さらに、水素利用を広く普及させていくためには、安全性や意義などについて、市民の

理解を深めていくことが必要である。 

・九州大学箱崎キャンパス跡地への水素実装にあたっては、まちづくりの進捗等を踏まえ

ながら取り組む必要がある。 

今後 ・都市におけるエネルギーの地産地消のモデルケースとなるように、下水バイオガス由来

の水素ステーションの運営を行う。 

・民間事業者と連携し、FC モビリティの導入・促進など、水素需要の創出に向けた活動を

行う。 

・Moving eや給食配送車等を活用し、水素の普及啓発に取り組む。 

・九州大学箱崎キャンパス跡地において、水素ステーションの整備に向けた用地取得や、

水素供給パイプラインの整備、ステーション及びパイプラインの事業者公募等に取り組

む。 
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施策６－１ 

エンジニアフレンドリーシティ福岡の推進 

進捗 ・エンジニアの交流拠点「エンジニアカフェ」では、コミュニティマネージャーを中心に、

エンジニアからの相談対応やコミュニティ支援、イベント等の開催を実施した。 

＊コミュニティ勉強会等参加者数 R5n：5,094 人 → R6n：4,695 人 

＊相談件数 R5n：509件 → R6n：517 件 

＊来場者数 R5n：21,409 名 → R6n：19,614 人 

・福岡のエンジニアを取り巻く環境の充実や、エンジニアコミュニティ文化の発展に貢献

する取組み等を行う者を表彰する「エンジニアフレンドリーシティ福岡アワード」を実

施した。 

・地場企業からメンター派遣などの協力を得て、地元の学生を対象に人材育成プログラム

を実施した。 

   ＊修了者数 R5n：20 人 → R6n：26 人 

・学生やエンジニア等の技術力向上を促進するとともに、コミュニティ間の交流の場を作

ることで、時代のニーズに応じたプロダクトを生み出すクリエイティブな人材の発掘及

び育成を図るため、開発コンテスト「Engineer Driven Day（エンジニアドリブンデイ）」

を開催した。 

・外国人 ITエンジニアの早期入国を可能とし、企業におけるプロジェクトの早期着手によ

るさらなるイノベーションの促進を支援するエンジニアビザ制度を運用するとともに、

半導体関連産業のエンジニアにも対象を拡充した（R6.12）。 

【デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）】 

 「エンジニアフレンドリーシティ福岡の推進」深化・高度化事業 

  エンジニアが集まる場の提供、ウェブサイトや SNS によるエンジニアの情報発信、イ

ベント・セミナー等の開催に加え、福岡未来創造プラットフォームと連携した学生の

呼び込みや、エンジニアビザ制度の運用等の取組みを行った。 

  ＊重要業績評価指標（KPI） 

   ・アウトプット創出件数 

    R6n実績値：90件 

   ・IT人材を確保できている市内 IT 企業の割合 

    R5n 実績値：39.1％ 

   ・エンジニアビザを活用して入国した外国人エンジニア数 

    R6n実績値：32人 

   ・本事業に参画した県外エンジニアや学生の数 

    R6n実績値：2,446 人 

課題 ・「IT 人材需給に関する調査」（経済産業省 H31.3）で試算されているように、IT 人材は全

国的に不足しており、福岡市においても同様である。 
・社会全体でデジタル化・DX 化の推進が求められており、最新テクノロジー等を活用した、

新サービス・製品を開発するためには、適切なサービス設計が重要となっている。 

・スタートアップや中小企業においては、新卒を育成する余力がなく、即戦力となる中途

採用が中心となっており、人材の確保ができていない。一方、理工系学生の約６割が県

外に流出している。 

今後 ・「エンジニアカフェ」を中心に、新たなコミュニティの組成やコミュニティ間の交流等

を促し、エンジニアのネットワークづくりやコミュニケーションをより活性化させ、エ

ンジニアが学び成長し、活躍できる機会を増やすなど、エンジニアを取り巻く環境の充

実を図る。 

・「エンジニアカフェ」に先端技術やビジネス等の知見に長けたスタッフを配置し、サー

ビス設計支援を行い、新サービス・新製品の創出促進を図る。 

・開発コンテストやデジタル人材育成プログラムを通して、エンジニア人材の育成・発掘

を行うとともに、エンジニアビザを効果的に活用し、海外 IT 人材の集積を図る。 
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施策６－２ 

目標６ 経済活動が活発で、たくさんの働く場が生まれている 

施策６－２ 成長分野の企業や本社機能の立地の促進 

 
１ 事業の進捗状況                   ★は政策推進プランに掲げる目標値等 
 

●企業や本社機能の立地促進 

立地交付金の活用などによる国内外企業の誘致促進 

★企業訪問・面談回数 R5n：1,637 回 → R6n：1,174 回 

★クリエイティブ企業への企業訪問・面談回数（企業訪問・面談回数の内数） 

    R5n：602 回 → R6n：536 回 

  ★外資系金融機関等への訪問・面談回数 R5n：34 回 → R6n：71 回 

 

２ 成果指標等の状況 

 

３ 事業の進捗状況、成果指標等を踏まえた「施策の評価」 

 
◎：順調 

 

[参考]前年度 
 

◎：順調 

 

① 成長分野・本社機能の進出企業数 
 

 

出典：福岡市経済観光文化局調べ 

② 進出した企業による雇用者数 
 

 
出典：福岡市経済観光文化局調べ 

＜指標の分析＞ 

指標①は、立地交付金や地方拠点強化税制の活用、国内外における PR 活動などの取組みにより、

12 年連続で 50 社以上の進出企業数に到達している。 

また、指標②については、中小規模での立地が中心となったため未達であるが、進出後の正規社

員の雇用増加が見込まれる知識創造型産業分野の企業立地が順調に推移している。 
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施策６－２ 

４ 事業の進捗状況・課題・今後の方向性 

●企業や本社機能の立地促進 

立地交付金の活用などによる国内外企業の誘致促進 

進捗 ・立地交付金や地方拠点強化税制の活用、在京企業に向けたプロモーションや進出サポー

トなどを通して、国内外企業に対する誘致活動を行った。 

・12 年連続で成長分野・本社機能の進出企業数 50 社以上を達成した。 

・東京一極集中におけるリスク分散やテレワークの進展で、地方都市での拠点開発を検討

する企業も増えている。 

＊企業訪問・面談回数 R5n：1,637 回 → R6n：1,174 回 

＊クリエイティブ企業への企業訪問・面談回数（企業訪問・面談回数の内数） 

R5n：602 回 → R6n：536回 

・国際金融機能の誘致を目指す産学官の推進組織「TEAM FUKUOKA」で、シンガポールの資

産運用業や台湾の銀行など、国内外 33 社を誘致。 

＊外資系金融機関等への訪問・面談回数 R5n：34 回 → R6n：71 回 

課題 ・本社機能や外国・外資系企業、国際金融機能、IT をはじめとした成長分野など、本市が

集積を図る分野・機能については、他都市の多くも同様の考えを持っており、企業立地

のための都市間競争、国際間競争が激化している。 

・進出企業数は順調に推移しているが、雇用創出効果の高い本社機能や大規模開発拠点の

誘致が課題。 

・福岡市が集積を図ることとしている分野・機能においては、市場規模の伸長などにより、

エンジニアをはじめとした人材不足が喫緊の課題。 

・東京一極集中におけるリスク分散やテレワークの進展で、地方都市での拠点開発を検討

する企業が増加するなど、『オフィスの在り方』や『働き方』への考え方が多様化して

いる。 

今後 ・交付金制度や地方拠点強化税制等の活用、国内外でのトップセールスによる情報発信や、

福岡市へ進出可能性のある企業への訪問、国内外の経済団体等との連携強化により、本

社機能や国際金融機能などの外国・外資系企業、IT・デジタルコンテンツなどのクリエ

イティブ産業をはじめ成長性が高い分野の企業誘致を推進する。特に、雇用創出効果の

高い本社機能と重点分野と定めるクリエイティブ産業の大規模開発拠点を重点的に誘致

し、高付加価値のビジネスや雇用創出につなげる。 

・関係機関等と連携し、天神ビッグバンや博多コネクティッドによりアップデートされる

街の魅力等を伝える首都圏や海外でのプロモーションを行うなど誘致活動の強化を図

る。 

・『オフィスの在り方』や『働き方』への価値観が急速に変化するなか、多様化するオフ

ィスニーズに合わせた柔軟な誘致活動を強化し、魅力ある企業の誘致を行うとともに、

クリエイティブ人材の定着を図る。 

 

-233-



施策６－３ 

目標６ 経済活動が活発で、たくさんの働く場が生まれている 

施策６－３ 地域経済を支える地場中小企業などの競争力強化 

 
１ 事業の進捗状況                   ★は政策推進プランに掲げる目標値等 

 

●中小企業の振興 

中小企業振興施策の総合的かつ計画的な推進 

・「福岡市中小企業振興条例」及び「第２次 みんなで応援！中小企業元気都市プラン」に基づく中小企業

の振興 
 

融資制度等による中小企業の経営支援 

・中小企業の資金需要に対応した十分な融資枠を確保するなど、商工金融資金制度の充実・強化を実施 
 

商談会や新商品のＰＲ支援などによる中小企業の販路拡大 

・福岡市トライアル優良商品の認定数 R5n：１製品、９役務 → R6n：２製品、１役務 

 

中小企業の人材確保支援 ＜一部再掲６－５＞ 

・就労相談窓口事業を活用した就職者数 R5n：314 人 → R6n：311 人 

・ミドル世代の就職決定件数 R5n：107 人 → R6n：97 人 

・オンライン合同会社説明会への出展企業数 R5n：78 社 →  R6n：87 社 

                            参加者数 R5n：1,154 人 → R6n：1,077 人 

・人材確保相談事業における相談件数 R5n：67 件 → R6n：80 件 
 

中小企業の生産性向上の促進 

★企業間取引をデジタル化している企業割合 R5n：89％ → R6n：90％ 

・デジタル・IT 活用による生産性向上のためのトータルサポート セミナー参加者数 R6n：348 人 

・人材育成講座参加企業数 R6n：64 社 伴走支援者数 R6n：20 社 

・福岡発カーボンゼロ商品創出支援事業の商品開発支援者数 R6n：５社 

・中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画 

認定件数 R5n：42 件 → R6n：18 件、設備投資額 R5n：約 19 億円 → R6n：約 4 億円 

 

●商店街の活性化 

新たな取組みにチャレンジする商店街への支援 

 ★商店街社会課題解決型補助金活用商店街数 R5n：２商店街 → R6n：３商店街 

 ★商店街 NEXT チャレンジャー育成事業勉強会参加数 R5n：12 人 → R6n：35 人 

・商店街プレミアム付商品券発行団体数 R5n：49 団体（76 商店街）→ R6n：41 団体（73 商店街） 

 

●伝統産業の振興 

伝統産業の振興 

★はかた伝統工芸館年間来館者数 R5n：88,966 人 → R6n：91,755 人 

  ★博多織技能開発養成学校卒業生のうち伝統工芸士に認定された人数 R5n：12 人 → R6n：13 人 

・伝統工芸品の新商品を使用体験できる施設等 

   R6n: 福岡空港、博多町家ふるさと館、飲食店３店舗、交通事業者１者 
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施策６－３ 

２ 成果指標等 

 

３ 事業の進捗状況、成果指標等を踏まえた「施策の評価」 

◎：順調 
[参考]前年度 
 

◎：順調 

  

① 全国の中小企業従業者数に占める福岡市の割
合 

 

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び 

総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

②市内中小企業従業者における正社員・正職員数
と割合［補完指標］ 

 

 
 

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び 

総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

③売上が令和２年３月と同等以上である中小企業
の割合［補完指標］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：福岡市経済観光文化局調べ 

 

 

＜指標の分析＞ 

指標①は、目標値を上回っており、指標②は増加傾向にある。これは本市の融資制度等による経

営支援、人材確保支援、創業支援などにより、中小企業が事業を行いやすい環境となっているため

と考えられる。指標③は、社会経済活動の正常化が進みつつあることに伴い、回復傾向にあるもの

の、原油価格・物価高騰の影響などが続いており、今後も注視が必要である。 
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-235-



施策６－３ 

４ 事業の進捗状況・課題・今後の方向性 

●中小企業の振興 

中小企業振興施策の総合的かつ計画的な推進 

進捗 ・「福岡市中小企業振興条例」の基本計画「第２次 みんなで応援！中小企業元気都市プラ

ン」に基づき、事業の推進と進行管理を行った。 

課題 ・燃料や原材料価格の高騰による影響を受けた市内中小企業の事業継続と雇用維持を支援

し、ポストコロナ時代における経営環境の変化に対応できるよう着実に支援するために

は、関係機関との連携が不可欠である。 

今後 ・関係機関との連携を図るとともに、福岡市中小企業・小規模事業者振興推進本部におい

て全庁的な推進体制のもと、「第３次福岡市中小企業振興プラン」で新たに定めた「取

組みを強化する３つの柱」に基づき事業を推進していく。 

・中小企業振興施策の推進については、PDCAサイクルの適切な運用により改善を常に図り

ながら、市内中小企業が当面の危機を乗り越え、中長期的に継続・発展していけるよう、

中小企業振興条例の理念を確実に実現していく。 

 

融資制度等による中小企業の経営支援 

進捗 ・商工金融資金制度において、中小企業の資金需要に対応できる十分な融資枠を確保する

とともに、経営改善サポート資金（経営力強化枠）を創設するなどの金融支援を実施。 

・福岡市中小企業サポートセンターに経営、金融、受発注、返済に関する相談窓口を設

置。 

 ＊受付相談件数 R5n：7,517 件 → R6n：3,784 件 

・経営支援施策普及事業において、景況調査や中小企業支援施策の案内を実施。 

  ＊郵送件数 R5n：8,880 件 → R6n：8,000件 

課題 ・中小企業は、大企業と比較すると金融機関からの融資など新たな資金調達が困難である

場合が多い。 

今後 ・経済状況に応じて変化する中小企業の資金繰りをめぐる環境を速やかに把握し、中小企

業の資金需要に的確に対応するため、十分な融資枠の確保とさらなる制度の充実・強化

を推進する。 

 

商談会や新商品のＰＲ支援などによる中小企業の販路拡大 

進捗 ・地場中小企業の優れた新商品を認定し、WEB や SNS を活用したプロモーション、展示会

への出展支援等により PR を行った。 

  ＊福岡市トライアル優良商品の認定数 R5n：１製品､９役務 → R6n：２製品､１役務 

課題 ・中小企業は、資金や人材などの経営資源に制約があるため、販売力が弱く、信用度の低

さや受注実績不足により販路開拓が進んでいない。 

今後 ・地場中小企業の優れた新商品を市が認定し、広報などの PR を通じて販路拡大を支援す

る。 
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施策６－３ 

中小企業の人材確保支援 ＜一部再掲６－５＞ 

進捗 ・働き方のニーズに合った就職を実現するため、各区の就労相談窓口で就職活動へのアド

バイスや求人情報の紹介を行うなど、求職者一人ひとりに寄り添った就職支援を実施。 

  ＊就労相談窓口事業を活用した就職者数 R5n：314人 → R6n：311 人 

・ミドル世代の求職者専用の相談窓口を設け、きめ細かな就職支援を実施。 

  ＊ミドル世代の就職決定件数 R5n：107人 → R6n：97 人 

・経済団体や福岡都市圏の大学と連携し、オンライン合同会社説明会を実施し、市内企業

と求職者のマッチング機会を創出した。 

  ＊オンライン合同会社説明会への出展企業数 R5n：78 社 → R6n：87 社 

                                 参加者数 R5n：1,154 人 → R6n：1,077 人 

・福岡商工会議所と連携して、専門家による相談窓口を設け、企業の人材確保や定着に向

けた支援を行った。 

  ＊人材確保相談事業における相談件数 R5n：67 件 → R6n：80 件 

課題 ・地場中小企業においては引き続き、人材確保が経営課題となっている。 

・全国的に生産年齢人口が減少する中、人材を確保するだけではなく、デジタル化をはじ

めとした業務改善等を通して職場の生産性を向上することが必要となっている。 

今後 ・地場中小企業に対する採用力向上を図るセミナー等の実施や、就労相談窓口を通した求

職者とのマッチング機会の提供などにより、人材確保を支援する。 

・市が実施する人材確保支援施策について、国や県、商工会議所等の関係機関と連携し、

より一層の広報を行うとともに、市の施策を利用した企業へ関係機関の施策の活用を案

内することで、両者の施策効果を高める。 

 

中小企業の生産性向上の促進 

進捗 ・デジタル化の必要性等をテーマとしたセミナーやデジタルを利活用する力を養う人材育

成講座の開催、専門家の伴走支援により、中小企業のデジタル化を支援した。 

＊企業間取引をデジタル化している企業割合 R5n：89％ → R6n：90％ 

＊セミナー参加者数 R6n:348 人 人材育成講座参加企業数 R6n:64社  

＊伴走支援社数 R6n:20 社 

・カーボンゼロ商品創出に向けて、アイデアソンの開催や商品開発のための専門家派遣等

を実施した。 

  ＊支援企業数 R6n：5 社 

・中小企業等経営強化法の制度を積極的に活用し、先端設備等導入計画の認定を行い、中

小企業の設備投資を後押しした。 

＊認定件数  R5n：42件 → R6n：18 件 

＊設備投資額 R5n：約 19 億円 → R6n：約 4 億円 

課題 ・IT 導入等の遅れや設備の老朽化が見られ、大企業と比べて労働生産性が低い。 

・脱炭素化の取組みを行っている企業は未だに 19.2％である。中小企業の多くは脱炭素化

に取り組む効果・メリットを「光熱費・燃料費等のコスト削減」と捉えており、「受注

拡大や業績向上など成長の機会」という両輪で捉える必要がある。 

・原材料費等の高騰に伴う影響等により投資意欲が減退しており、認定件数の低調が続い

ている。今後、さらに制度を活用してもらうため、より多くの事業者に知ってもらう必

要がある。 

今後 ・デジタルツールの導入・活用をはじめとした業務効率化を支援することで、中小企業の

生産性向上を支援する。 

・拡大する脱炭素市場をビジネスチャンスと捉え、脱炭素経営に取り組む事業者の販路拡

大を支援する取組みを行っていく。 

・先端設備の導入について、関係機関と連携しより一層の広報を行う。 
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施策６－３ 

●商店街の活性化 

新たな取組みにチャレンジする商店街への支援 

進捗 ・地域資源の活用や生活の安全・安心など社会的課題の解決に向けた取組みを行う商店街

を支援した。 

＊商店街社会課題解決型補助金活用商店街数 R5n：２商店街 → R6n：３商店街 

・商店街を担う人材を育成するため商店街関係者を集めた勉強会を開催した。 

＊商店街 NEXT チャレンジャー育成事業勉強会参加者数 

R5n：12 人 → R6n：35人 

・市民にとって身近な地域の経済活動を促進し、域内の消費回復に取り組むために、商店

街のプレミアム付商品券発行を支援した。 

  ＊発行団体数（利用可能商店街数） 

   R5n：49 団体（76商店街） → R6n：41 団体（73 商店街） 

課題 ・「商店街役員の担い手が不足している」や「次世代を担う若手がいない」など、人材不

足を課題として挙げる商店街が多く、新たな取組みを開始し継続していくため、更なる

人材の育成・確保に取り組む必要がある。 

今後 ・外部の専門家等を活用した勉強会の開催により、次世代の商店街を担う人材を育成する。 

・他商店街の取組みの紹介や商店街同士の関係づくりの支援を行うとともに、商店街の特

色や課題に応じた魅力向上のための取組みを支援する。 

 
●伝統産業の振興 

伝統産業の振興 

進捗 ・はかた伝統工芸館内での体験事業や博物館との連携事業など魅力的なイベントを実施す
るとともに、博多部をはじめとする市内各地で市民が工芸品に親しめる場の創出に取り
組み、工芸品の認知度の向上、販路拡大を図った。 

  ＊はかた伝統工芸館年間来館者数 R5n：88,966 人→ R6n：91,755人 
・博多織 DC（博多織デベロップメントカレッジ）については、H18n から R5n まで、16 期
86 名（H27nに入学生の募集を行っていないため、H28n 卒業生は存在しない）が卒業し、
卒業生から博多織伝統工芸士も誕生している。 

  ＊博多織 DC 卒業生のうち伝統工芸士に認定された人数 R5n：12人 → R6n：13人 
・異分野・異業種の技術やアイデア等を取り入れた新しい製品・サービスの開発や展示会
での発表、新たな市場の開拓などを支援した。 
＊伝統工芸品の新商品を使用体験できる施設等 

 R6n: 福岡空港、博多町家ふるさと館、飲食店３店舗、交通事業者１者 

課題 ・生活様式の変化による需要の低迷や、事業者の多くが零細企業であることなどにより、
伝統産業は厳しい状況にある。 

・後継者の確保が課題である。 

今後 ・はかた伝統工芸館の博多旧市街エリアへの仮移転を機に、伝統工芸の体験機能を強化し、
国内外の観光客向けの魅力向上を図るとともに、首都圏における本市ゆかりの伝統工芸
品の PR、地域のイベント・MICE 等での体験事業、異分野・異業種等の技術を取り入れた
新しい製品・サービスの開発を実施し、認知度の向上、販路の拡大を図る。 

・博多織 DCを支援し、後継者の確保を図り新しい人材を取り込むことで、業界の活性化を
目指す。 

・「伝統産業によるインバウンド観光消費拡大事業」において、開発した３種の新製品を
活用した使用体験のコンテンツ造成、飲食店等と連携し、新製品のデザインを活用した
包装紙やノベルティの制作を行うほか、海外向け情報発信を行う。 
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施策６－４ 

目標６ 経済活動が活発で、たくさんの働く場が生まれている 

施策６－４ 農林水産業とその関連ビジネスの振興 

 
１ 事業の進捗状況                   ★は政策推進プランに掲げる目標値等 

●経営の充実強化、新たな担い手づくり  

多様な担い手の育成・支援 

・新規就業者（農業） R5n：25 名 → R6n：29 名 

★農業研修受講者数（福祉事業所職員除く） R5n：22 名 → R6n：24 名 

★農業研修を受講した福祉事業所職員数（累計） R5n：15 名 → R6n：19 名 

★新たに農福連携に取り組んだ福祉事業所数（累計） R5n：７件 → R6n：７件 
 

貸し手と借り手のマッチングによる耕作放棄地の再生・活用促進 

・利活用可能な耕作放棄地等ホームページ掲載面積（累計）  

R5n：約 10.4ha → R6n：約 21.6ha 
 

６次化商品の開発やＰＲ・販路拡大による農産物のブランド化 

★加工品開発等に取り組む事業者等の数 R5n：２事業者 → R6n：４事業者 
 

ブランド水産物の開発・研究や国内外へのプロモーションによるブランド力強化 

・海外のシェフ等との商談回数 R5n：６回 → R6n：６回 

★漁家１戸あたりの漁労所得 R3n：956 千円（推計） → R4n：1,749 千円（推計） 
 

ふくおかさん家のうまかもんを利用する事業者の認定とＰＲによる地産地消の推進 

・ふくおかさん家のうまかもん事業者認定件数 R5n：765 件 → R6n：793 件 
 

アグリＤＸプロジェクト 

★新たにＡＩ・ＩｏＴ等のデジタル化を取り入れる生産品目数（累計）  

R5n：６品目 → R6n：11 品目 

 

●生産基盤の整備・維持 

鳥獣害被害防止柵や機器導入支援などを通じた生産安定性確保 

・ワイヤーメッシュ柵設置距離 R5n：約 11.1 ㎞ → R6n：約 9.6 ㎞ 
 

木材生産の低コスト化による林業資源のビジネス化を推進 

・効率的な森林作業道の整備による利用間伐 R5n：約 3.85ha → R6n：約 4.69ha 

 

漁場環境の改善等による水産資源再生産機能の回復・維持 

・海底ごみ回収量 R5n：102m3 → R6n：108m3 

 

防災重点農業用ため池対策の推進 

・対策済のため池（廃止工事や転用等を含む）（累計） R5n：28 箇所 → R6n：37 箇所 

●市場機能の強化 

【ベジフルスタジアム】青果物の「安全・安心」を市場ブランドとして確立 

・ベジフル感謝祭開催回数 R5n：12 回 → R6n：12 回 

  

市場開放事業による鮮魚市場の活性化 

・市民感謝デー開催回数 R5n：６回 → R6n：６回 
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施策６－４ 

鮮魚市場の機能更新・向上 

  ★市場施設の機能更新に向けた設計・工事及び市場関係者・国・県との協議調整 

・活性化ゾーンの整備に向けた検討等 

●市民との交流事業  

油山市民の森等リニューアル 

 ★設計・施行一括契約及び新たな魅力創出事業における施設整備の完了 
 

市民と農業とのふれあいの場づくりのための市民農園整備の推進 

・市民農園数 R5n：26 箇所 → R6n：29 箇所 
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施策６－４ 

２ 成果指標等 

 

３ 事業の進捗状況、成果指標等を踏まえた「施策の評価」 

○：概ね順調 
[参考]前年度 
 

○：概ね順調 

① 福岡市の農林水産業を守り育てていくべき 
だと思う市民の割合 
 

 

出典：福岡市総務企画局「基本計画の成果指標に関する意識調査」 

② 新鮮でおいしい食べ物の豊富さへの満足度 
 
 

 
出典：福岡市市長室「市政に関する意識調査」 

③ 食関連産業の従業者数 

  

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

④ 農林水産業の生産額［補完指標］ 

 
出典：福岡市農林水産局調べ 

⑤ 中央卸売市場の取扱金額［補完指標］ 

 

出典：福岡市農林水産局調べ 

＜指標の分析＞ 

指標①は前年度から上昇し、概ね現状維持、指標②は福岡市による農林水産業の振興や市内産

農水産物に関する PR などにより、高い水準を維持している。 

指標③は年度により増減があり、初期値を下回っている。 

指標④、⑤は年度によって変動があり、これは病害虫や天候等による被害、市況の変動などに

よるものと考えられる。 

75.2%

72.1%

74.3%

71.2%
73.2%

76.0%

73.9%

74.7%

73.7%

74.7%

75.0%
77.5%

78.7%

85%

64%

68%

72%

76%

80%

84%

88%

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

（割合）

(年度)

目標値

達成状況 Ｂ
（初期値と同程度で推移し、目標には至っていないため）

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）
( (2,260) (2,290) (2,258) (2,262) (2,013) (2,059)(1,913) (2,028) (2,328) (2,138) (1,983) (1,952)(1,406)

87.6%

88.3%

88.1%
89.1%

88.0%

90.3%

90.2%

90.7%

87.1%

90.5%90.8%91.3%

90.3%

90.7%

80%

85%

90%

95%

100%

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

（割合）

(年度)

[最終目標］
現状維持

（85～90％を維持）
達成状況 A
（目標を達成しているため）

（ｻﾝﾌ゚ ﾙ数）(2,588)(2,352) (2,235) (2,475)(2,507)(2,427) (2,450)(2,301) (2,309)(2,410)(2,380)(2,122)(1,730) (2,300）

156,303 

146,928 

154,880 

154,221 150,944 

170,000 

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

(人)

(年)

目標値

達成状況 Ｃ
（初期値を下回っているため）

6,759 

5,852

3,951 

3,174

63 

91

0

600

1,200

0

4,000

8,000

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

(百万円)(百万円)

(年度)
※農業・水産業は年、林業は年度

林業

農業

水産業

（左軸）

（右軸）

（左軸）

57,109 

80,704

47,942 
45,529

15,281 29,080
0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

(百万円)

（年）

青果 

鮮魚 

食肉 

-242-



施策６－４ 

４ 事業の進捗状況・課題・今後の方向性 

●経営の充実強化、新たな担い手づくり 

多様な担い手の育成・支援 

進捗 ・新規就業者のための研修、機具導入補助、就業相談実施 

＊農業研修受講者数（福祉事業所職員除く）R5n：22 名 → R6n：24 名 

  ＊農業機械・施設導入補助 R5n：10 件 → R6n：13 件 

  ＊就農相談 R5n：107 件 → R6n：162 件 

＊新規就業者(農業) R5n：25 名 → R6n：29 名 

・農地の適正管理、農業生産の拡大及び障がい者の活躍の場を創出するため、障がい者施 

設と連携し、障がい者等の農業分野での就労を支援 

 ＊農業研修を受講した福祉事業所職員数（累計） R5n：15 名 → R6n：19 名 

 ＊新たに農福連携に取り組んだ福祉事業所数（累計） R5n：７件 → R6n：７件 

課題 ・「労働環境が厳しい」「生産が天候等自然条件によって左右される」など、就業に踏込

みにくいイメージがある。 

・就業する際の設備や機具等の初期費用の負担が大きい。 

今後 ・市民に安全・安心な食を提供する農林水産業の魅力を多様な人材に向けて情報発信する

ことや、技術習得のための研修の場の提供に努めるとともに、新規就業時に係る負担軽

減を図るなど、就業しやすい環境づくりを推進。 

 

貸し手と借り手のマッチングによる耕作放棄地の再生・活用促進 

進捗 ・利活用可能な耕作放棄地等の情報を H30.3から市ホームページ等で提供開始。 

  ＊利活用可能な耕作放棄地等ホームページ掲載面積（累計） 

R5n：約 10.4ha → R6n：約 21.6ha 

 ＊マッチング成立件数及び面積（累計） 

R5n：33 件、約 7.9ha → R6n：38 件、約 9.3ha 

課題 ・農業者の高齢化や担い手不足により耕作されない農地が発生しており、利活用に向けて

取り組みが必要。 

今後 ・農業委員会と連携し、貸し手と借り手のマッチングの促進を図るため、遊休農地の情報

収集に努め、ホームページ掲載に向けて所有者へ働きかけを行う。 

 

６次化商品の開発やＰＲ・販路拡大による農産物のブランド化 

進捗 ・６次産業化に取り組む事業者の支援、開発商品の PR、農産物のブランド化及び農山村地

域の特産品を活用した加工品開発への支援。 

＊加工品開発等に取り組む事業者等の数 R5n：２事業者→ R6n：４事業者 

開発支援を行った商品 

 麦ストロー、大根とさざえのふりかけ、高菜漬け、野菜ピューレ 

課題 ・開発した商品の販売ルートが少なく、認知度が低いため、ブランドとしての確立や販路拡

大のためにさらなる工夫が必要。 

今後 ・開発した商品への支援継続と効果的な開発商品の PR、販路開拓への支援。 
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施策６－４ 

ブランド水産物の開発・研究や国内外へのプロモーションによるブランド力強化 

進捗 ・市内産水産物の国内外への PR や販路拡大のため、「唐泊恵比須かき」を中心に海外プ

ロモーション活動及び海外一流シェフやバイヤーの招聘活動を実施。 

＊海外のシェフ等との商談回数 R5n：６回 → R6n：６回 

・R4.3 に新たな輸出先として、シンガポールへ唐泊恵比須かきを初めて出荷し、スーパー

や高級レストランでの提供が開始された。 

・R5.7に唐泊恵比須かきの新品種が国内で販売開始となり、R5.9からは市内ホテルのバー

にて提供が開始された。 

・持続可能な生産の証である水産エコラベル MEL 認証を、R6.10に取得。付加価値上昇によ

る差別化、SDGｓへの貢献、ブランドイメージの向上の他、新たな市場・販路拡大の可能

性が広がった。 

・H27.7より二枚貝完全養殖チャレンジ事業（砂ゼロアサリの開発）をスタートし、H30n に

アサリの完全養殖サイクルを確立。現在、アサリ養殖の事業化に向けた調査・研究を実

施。 

・漁労所得 R3n：956千円（推計）→ R4n：1,749 千円（推計） 

課題 ・唐泊恵比須かき、弘のサザエ等の市内産水産物は香港・シンガポールの高級レストラン

への出荷が進みつつあるものの、国内やその他の海外市場においては、知名度が高いと

はいえない。 

今後 ・シンガポールや国内向けのブランド強化・販路拡大を推進する。 

・アサリの完全養殖技術、洋上養殖技術などを活用した養殖試験を実施。 

 

ふくおかさん家のうまかもんを利用する事業者の認定とＰＲによる地産地消の推進 

進捗 ・ふくおかさん家のうまかもん条例に基づき、市内産農林水産物及びその加工食品（＝ふ

くおかさん家のうまかもん）を販売・提供する事業者の認定及びその PR を実施。 

＊ふくおかさん家のうまかもん事業者認定件数 R5n：765 件 → R6n：793 件 

課題 ・ふくおかさん家のうまかもん認定事業者と連携した市内産農林水産物の消費拡大に向け

た取組みが必要。 

今後 ・認定店とともにふくおかさん家のうまかもんのＰＲに努め、「ふくおかさん家のうまか

もん」の浸透を図ることにより、市内産農林水産物の消費拡大を図る。 

 

アグリＤＸプロジェクト 

進捗 ・生産者・大学・県・研究機関等の参画のもと、生産現場でのスマート農業実装に伴う効

果を定量的に検証し、活用におけるメリット等の PR を実施。 

＊新たに AI・IoT 等のデジタル化を取り入れる生産品目数（累計）  

R5n：６品目 → R6n：11品目 

課題 ・費用対効果・メリットの不明瞭さなどから、生産者が活用を躊躇する傾向が依然として

あり、現場普及が進んでいない状況にある。 

今後 ・今後も継続して、生産現場の課題把握に努め、新たなスマート農業技術の実証及び現場

実装に向けた支援を実施する。 
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施策６－４ 

●生産基盤の整備・維持 

鳥獣害被害防止柵や機器導入支援などを通じた生産安定性確保 

進捗 ・国の鳥獣被害防止総合支援事業を活用し、侵入防止柵の整備や箱わな等を導入。 

＊ワイヤーメッシュ柵設置距離 R5n：約 11.1㎞ → R6n：約 9.6 ㎞ 

＊電気柵 R5n：78 台 → R6n：92 台、小動物用箱わな R5n：30 基 → R6n：40 基 

・農業経営の収益性向上と、農産物の市民への安定供給を目的に、ハウス建設や省エネ機

器の導入を推進。 

＊ハウス建設等の受益戸数 R5n：20 戸 → R6n：23 戸 

・生産性向上を図るため生産現場での AI・IoT 等を活用したスマート農業の導入推進 

＊スマート農業の導入数（R2 以降累計） R5n：28 件 → R6n：46 件 

課題 ・市、ＪＡ等関係機関が主導し、侵入防止柵等の整備などのハード事業を中心として事業

を実施しているが、効果的な運用のためにも、地域での取組みを支援していく必要があ

る。 

・燃料等の経済状況や大雨、災害等の気候変動に大きな影響を受ける。 

今後 ・効果的な侵入防止柵設置にかかる講習会や地域ぐるみの環境整備の推進などを行う。ま

た、引き続き鳥獣被害防止総合支援事業及び緊急捕獲活動支援事業の事業継続を国へ要

望する。 

・燃料価格や気候の変動の影響を抑制するような省エネ型機械などの施設整備等を進め

る。 

 
木材生産の低コスト化による林業資源のビジネス化を推進 

進捗 ・森林支援システムを活用し、効率的な森林作業道の整備による利用間伐を実施。 

＊利用間伐 R5n：約 3.85ha → R6n：約 4.69ha 

森林作業道整備 R5n：約 1430.7m → R6n：約 1468.7m 

課題 ・木材生産のコスト低減に取り組むため、効率的な作業道の整備を行い、森林資源のビジ

ネス化に繋げる必要がある。 

今後 ・航空レーザ計測により構築した森林支援システムとともに、R2n 末に完成した森林基幹

道早良線を有効活用し、効率的な森林作業道の整備による、木材生産の更なる低コスト

化を図ることにより、林業のビジネス化を推進する。 

 

漁場環境の改善等による水産資源再生産機能の回復・維持 

進捗 ・漁業者を中心とした団体による藻場・干潟の保全活動の支援や漁業者が回収した海底ご

みの処分、種苗放流などにより水産資源再生産機能の回復・維持を推進。 

＊海底ごみ回収量 R5n：102 m3 → R6n：108m3 

課題 ・博多湾の漁場環境改善は、気象などの自然環境の影響を受けやすく、効果が表れるまで

に時間を要することから、継続的に取り組む必要がある。 

今後 ・種苗放流などによる「つくり育てる漁業」を推進するとともに、海底ごみの回収、海底耕う

んなどの漁場環境の保全に取り組んでいく。 

 

防災重点農業用ため池対策の推進 

進捗 ・ため池ハザードマップの作成や洪水吐の改良工事を実施。 

＊対策済のため池（廃止工事や転用等を含む）（累計） R5n：28 箇所 → R6n：37箇所 

課題 ・近年、頻発化する豪雨等に対する安全性向上のため、防災対策を進めていく必要がある 

が、県内の他自治体と比べて対象ため池数が多く、すべての対策を完了するまでには期

間を要する。 

今後 ・ため池ハザードマップの作成を進めるとともに、抜本的対策に向けて詳細調査（地震耐性調

査）に取り組んでいく。 
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施策６－４ 

●市場機能の強化 

【ベジフルスタジアム】青果物の「安全・安心」を市場ブランドとして確立 

進捗 ・ベジフルスタジアムにおいて、市場開放イベント「ベジフル感謝祭」を実施。 

・JAS に基づく定温管理による鮮度・品質の保持 

・出荷前残留農薬検査の実施 

＊ベジフル感謝祭開催回数 R5n：12 回 → R6n：12 回 

課題 ・市民に親しまれる市場となるよう、ベジフルスタジアム活性化委員会で協議しながら、

当イベントの継続実施に努めていく必要がある。 

今後 ・ベジフル感謝祭を継続して開催するとともに、節目等をとらえた特別イベントの実施、

市政だより・ホームページ等の活用による積極的な広報活動等に努めていく。 

・引き続き、JAS や残留農薬検査による高度な品質管理等、安全・安心の確立に取り組ん

でいく。 

 

市場開放事業による鮮魚市場の活性化 

進捗 ・鮮魚市場において、市場開放イベント「市民感謝デー」を実施。 

＊市民感謝デー開催回数 R5n：６回 → R6n：６回 

課題 ・来場者に楽しんでもらい魚食への関心を高めてもらうため、福岡魚食普及推進協議会で

協議しながら、当イベントの継続実施に努めていく必要がある。 

今後 ・引き続き市民感謝デーの開催、節目をとらえた記念イベントやその他特別イベントの実

施、市政だより・ホームページ・情報誌・メディアの活用による積極的な広報活動等に

努めていく。また、魚食普及推進施設「うおざ」との連携を進める。 

 

鮮魚市場の機能更新・向上 

進捗 ・R3.2 に市場のローリング計画及び市場活性化の目標を市場関係者とともにとりまとめ。 

・R6.11 に市場関係者による魚食普及推進施設「うおざ」が開業。 

・R7.1 に市場関係者による新東冷蔵庫が竣工。 

・旧東冷蔵庫棟を活用した活性化施設について、食をはじめとした長浜の魅力向上に向け、

民間ヒアリングを実施しながら、民間活力の導入を視野に入れた機能や事業スキームな

どについて検討中。 

課題 ・民間事業者が参画しやすい事業スキーム等にするとともに、市場関係者の意見を伺いな

がら取り組む必要がある。 

今後 ・引き続き民間ヒアリングを行いながら事業スキーム等の検討を続け、市場関係者の意見

を伺いながら取組みを進める。 
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施策６－４ 

●市民との交流事業 

油山市民の森等リニューアル 

進捗 ・R4.4 に基本協定の締結 

・R4.9 に事業実施協定の締結、設計施工一括契約の締結、指定管理者の指定 

・R5.2 に指定管理者の指定の一部変更 

・R6.3 に設計・施工一括契約及び新たな魅力創出事業における施設整備の完了 

課題 ・リニューアルプランのコンセプトや施設運営に関する提案内容の実現に向け、事業者と

の協議を行う必要がある。 

今後 ・R5.4 から 15 年間の指定管理の運営を行う。 

 

市民と農業とのふれあいの場づくりのための市民農園整備の推進 

進捗 ・市内の農地を市民農園として開設する際の支援を H19n から実施しており、直近３か年

（R4～R6n）では３箇所整備。 

＊市民農園数 R5n：26箇所 → R6n：29 箇所 

課題 ・市民ニーズが高い市民農園の開設に向け、活用可能な農地の把握に努めるとともに、開

設者の支援をしていく必要がある。 

今後 ・活用可能な遊休地について、農業協同組合等と連携しながら情報収集を行う。また、開

設希望農家に対し補助事業の制度周知を行うとともに、相談や支援など必要に応じた民

間事業者とのマッチングを行う。 
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施策６－５ 

目標６ 経済活動が活発で、たくさんの働く場が生まれている 

施策６－５ 就労支援の充実 

 
１ 事業の進捗状況                   ★は政策推進プランに掲げる目標値等 
 

●就労支援の取組み  

働き方のニーズに対応した就職支援  

・就労相談窓口事業を活用した就職者数 R5n：314人 → R6n：311人 

・ミドル世代の就職決定件数 R5n：107人 → R6n：97人 

・オンライン合同会社説明会への出展企業数 R5n：78社 → R6n：87社 

参加者数 R5n：1,154人 → R6n：1,077人 

 

障がい者就労支援センターにおける障がい者の就労支援 ＜再掲１－６＞ 

・障がい者の就職件数 R5n：61件 → R6n：82件 

・障がい者雇用に関する企業セミナーへの参加企業数 R5n：314社 → R6n：289社 

 

ハローワークとの連携などによる生活保護受給者への安定的就労支援 

・就労支援による就労達成者数 R5n：1,380人 → R6n：1,386人 

 

企業への支援や女性へのキャリアアップ支援を通じた女性の活躍推進 ＜再掲７－５＞ 

・女性活躍に取り組む企業を紹介する「見える化サイト」の登録企業数  

R5n：362社 → R6n：373社 
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施策６－５ 

２ 成果指標等 

３ 事業の進捗状況、成果指標等を踏まえた「施策の評価」 

〇：概ね順調 
[参考]前年度 
 

○：概ね順調 

① 就業機会の多さに対する満足度 

 

出典：福岡市市長室「市政に関する意識調査」 

② 市の施策による就労者数 

 

出典：福岡市経済観光文化局調べ 

③ 25 歳から 44 歳までの女性の就業率 

 
出典：総務省「就業構造基本調査」 

④ 正規・非正規の職員・従業者数［補完指標］ 

 
出典：総務省「就業構造基本調査」  

⑤市内事業所の従業者数（民営のみ）［補完指標］ 

 

出典：総務省「経済センサス基礎調査」及び 

総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」 

⑥就労相談窓口利用者の就職率［補完指標］ 

 

出典：福岡市経済観光文化局調べ 

＜指標の分析＞ 

指標①は、有効求人倍率の上昇など雇用情勢の改善により、順調に推移していると考えられる。 
指標②は、雇用情勢の改善や民間 Web サイト等の求人媒体による就職が増加傾向にあることなどから長

期的には減少傾向にある。また、市の就労相談窓口事業においては、働き方の多様化に伴い、自分の適性、
適職を見つめなおしたいという、主に相談利用を目的とした窓口利用者が増加しており、就職決定者数が
減少傾向となっている要因の１つと考えられる。 
指標③は、人口減少社会において、男女共に働きやすい環境整備が進んでいることにより、女性の就業

率は順調に推移し、目標に到達した。 
指標④⑤は、景気回復等に伴い、増加しているものと考えられる。 
指標⑥は、新型コロナウイルスの影響により 2020 年度は大幅に低下。2021 年度以降は回復傾向にあっ

たものの、近年は、将来の方向性やキャリア、自己分析などについて相談したいという利用者が増えてお
り、早期就職を目指す利用者が少ない状況が続いているため、低調で推移しているものと考えられる。 
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施策６－５ 

４ 事業の進捗状況・課題・今後の方向性 

●就労支援の取組み 

働き方のニーズに対応した就職支援  

進捗 ・働き方のニーズに合った就職を実現するため、各区の就労相談窓口で就職活動へのアド

バイスや求人情報の紹介を行うなど、求職者一人ひとりに寄り添った就職支援を実施。 

  ＊就労相談窓口事業を活用した就職者数 R5n：314人 → R6n：311 人 

・ミドル世代の求職者専用の相談窓口を設け、きめ細かな就職支援を実施。 

＊ミドル世代の就職決定件数 R5n：107人 → R6n：97人 

・経済団体や福岡都市圏の大学と連携し、オンライン合同会社説明会を実施し、市内企業

と求職者のマッチング機会を創出。 

  ＊オンライン合同会社説明会への出展企業数 R5n：78社 → R6n：87社 

                             参加者数 R5n：1,154人 → R6n：1,077人 

・福岡商工会議所と連携して、専門家による相談窓口を設け、企業の人材確保や定着に向

けた支援を実施。 

  ＊人材確保相談事業における相談件数 R5n：67件 → R6n：80件 

課題 ・物価上昇等が雇用失業情勢に与える影響に注視し、求職者の希望や適性等を踏まえたき

め細かな就職支援を行う必要がある。 

今後 ・中高年者、子育て中の女性、就職への悩みを抱えた若者など、求職者の状況に応じた就

労支援に取り組むのに加え、特に働き盛りのミドル世代の就職支援を実施する。 

 

障がい者就労支援センターにおける障がい者の就労支援 ＜再掲１－６＞ 

進捗 ・障がい者就労支援センターを中心に、障がい者一人ひとりの特性に応じた就労支援を実

施するとともに、障がい者雇用に関する企業セミナーの開催や、企業訪問による実習先

の開拓を実施し、企業の障がい者雇用に対する啓発を充実。 

＊障がい者の就職件数  R5n：61件 → R6n：82件 

＊障がい者雇用に関する企業セミナーへの参加企業数 R5n：314社 → R6n：289社 

課題 ・精神障がい者の雇用義務化や法定雇用率の引き上げにより、特に企業の障がい者雇用の

ニーズが見込まれるため、より一層の支援が必要となる。 

・県内の約半数の企業が法定雇用率を達成できていない状況である。 

＊民間企業における障がい者雇用率の状況(福岡県)／法定雇用率 

 R5n：2.38％／2.3％ → R6n：2.43％／2.5％ 

＊民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合(福岡県) 

R5n：52.5％ → R6n：47.5％ 

今後 ・障がい者就労支援センターを中心に、障がい者やその家族への個別支援や、就労移行支

援事業所等への支援、民間企業への啓発・助言などにより、障がい者の就労に向けた支

援を行っていく。 

 
ハローワークとの連携などによる生活保護受給者への安定的就労支援 

進捗 ・働ける生活保護受給者への就労支援 → 就労達成目標 

【目標】R5n：1,300人／年 → R6n：1,300人／年 

【実績】R5n：1,380人（達成率 106％）→ R6n：1,386人（達成率 107％） 

（内訳） 

・被保護者就労（準備）支援事業による支援   R5n：842 人 → R6n：845人 

 ・生活保護受給者等就労自立促進事業（ハローワークとの連携）による支援  

R5n：538人 → R6n：541人 

課題 ・就労を達成しても、仕事内容と被保護者の適性とのミスマッチ等が原因で早期に退職し、

安定的就労が出来ていない現状がある。また、福岡地域では安定した就労が見込まれる

事務的職業の有効求人数が少なく、被保護者を同業種に斡旋することが厳しくなってい

る。引き続き、きめ細かな就労支援を行っていく必要がある。 

今後 ・生活保護者向けの就労支援事業については、効果的なプログラムを継続し、ハローワー

クとの連携を図りながら、安定的就労を促進する。 
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施策６－５ 

企業への支援や女性へのキャリアアップ支援を通じた女性の活躍推進 ＜再掲７－５＞ 

進捗 ・女性活躍に取り組む企業を紹介する「見える化サイト」の運営（H28.8開設） 

＊登録企業数 R5n：362社 → R6n：373社 

・女性特有の健康課題等と仕事の両立支援事業 

  ＊企業への伴走型支援 10社  

＊セミナー R5n：参加者 66人 → R6n：参加者 98人 

・女性活躍の仕組みづくり検討会の開催 

・男性の育児休業取得促進事業 

  ＊男性の育休取得の手引きの情報発信 

＊家事・育児シェアシートの配布 R6n：約 4,400部 

・再就職を目指す女性向け講座の実施   

＊就職支援セミナー R5n：参加者 40人 → R6n：参加者 53人 

・リーダーを目指す女性向け講座の実施 

 ＊女性のキャリア形成支援セミナー R5n：参加者 39人 → R6n：参加者 36人 

・DX分野における女性のキャリア支援セミナー R5n：参加者 78人 → R6n：参加者 48人 

・起業を目指す女性向け講座の実施 

  ＊女性のための起業ゼミ、女性の起業スキルアップセミナー 

R5n：参加者 65人 → R6n：参加者 60人 

  ＊女性のための起業等支援（ライフシフト）セミナー 

   R5n：参加者 30人 → R6n：参加者 30人 

・アミカス×スタカフェ交流会（起業者交流会）の開催 

  R5n：参加者 19人 → R6n：参加者 16人 

・女性活躍推進に関する企業向け講演会の開催 

 ＊R5n：参加者 57人 → R6n：参加者 127人 

・社会貢献優良企業優遇制度（次世代育成・男女共同参画支援事業）の実施 

＊認定企業数 R5n：223社 → R6n：233社 

課題 ・働く場における女性の活躍を推進していくためには、これまでの働き方を見直し、長時

間労働の是正や有給休暇の取得促進など、企業における働きやすい環境づくりが重要。 

・女性活躍推進による企業のメリットを、経営者や管理職、人事担当者等に広く発信して

いくことが必要。 

今後 ・女性活躍推進法及び「福岡市働く女性の活躍推進計画（第２次）」（福岡市男女共同参

画基本計画(第４次)）に基づき、女性の活躍を推進していく。 

・健康課題等と仕事の両立について、企業への伴走型支援に取り組む。 

・企業における女性活躍の課題解決に向けたプログラムを作成し、取組みを支援する。 

・ダイバーシティをテーマとする講演会を開催し、企業における女性活躍への取組みを支

援する。 

・企業における女性活躍への取組みについて、「見える化」の推進などに取り組む。 

・企業における男性の育児休業取得促進など、男性の意識改革について、啓発に取り組む。 

・働く女性のキャリア形成支援及び再就職等を目指す女性のための講座や交流機会の提供

に取り組む。 
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